
第２２３号 2016年（平成28年）8月13日 （8）市 議 会 だ よ り

● 議員からの寄附やあいさつ状（答礼のための自筆によるものを除く）は公職選挙法で禁止されています ●
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義務教育費国庫負担制度の
堅持に関する意見書（要旨)

　義務教育は、子供たち一人ひとり

が国民として必要な基礎的資質を培

うためのものであり、義務教育の基

盤づくりのために設けられたのが義

務教育費国庫負担制度である。

　国において、平成23年度に小学校

１年生の35人以下学級が実現し、各

都道府県においても、学級定員規模

を縮小する措置が、都道府県単費で

行われている。

　しかし、国民に等しく義務教育を

保障するという観点からいえば、財

政的に最低保障として下支えしてい

る義務教育費国庫負担制度は必要不

可欠である。

　学校の基幹職員である学校事務職

員・学校栄養職員を含め、教職員の

給与を義務教育費国庫負担制度から

適用除外することは、「義務教育費

国庫負担法」の目的に反するばかり

でなく、財政負担を地方自治体に課

し、厳しい地方財政をさらに圧迫す

るものである。

　よって、本市議会は国及び政府に

対し、義務教育費国庫負担制度を堅

持するよう強く要望する。

※○は会派代表者。　　※市議会では会派制をとり議会活動を行っています。なお、所属議員３人以上の会派を、議会運営委員の選出などができる交渉会派としています。

○平成28年定例会開会予定日○

９月定例会 ９月２日(金)

12月定例会 12月２日(金)
※上記は予定であり、事情により変更
される場合があります。
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６月定例会　議案等の審議結果一覧
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○市長提出
議　案 第１号 市川市税条例の一部改正について ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

２号 市川市手数料条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
３号 市川市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
４号 市川市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
５号 平成28年度市川市一般会計補正予算（第１号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
６号 （仮称）北市川運動公園雨水貯留施設整備工事請負契約について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
７号 市川市真間ポンプ場他１施設長寿命化改修工事委託（その２）に関する協定について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
８号 市川市市川南11号幹線建設工事委託に関する基本協定について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
９号 大和田排水樋管建設工事委託の変更契約について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
10号 松戸市ほか９市消防指令事務協議会規約の制定に関する協議について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
11号 公平委員会委員の選任について（小山達也氏） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同　意

○議員提出
発　議 第４号 保育士不足を解消するため、保育士の処遇を大幅に改善することを求める意見書の提出について × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

５号 義務教育費国庫負担制度の堅持に関する意見書の提出について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
６号 国における平成29年度教育予算拡充に関する意見書の提出について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
７号 食品ロス削減に向けての取り組みを進める意見書の提出について ○ × ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
８号 次期介護保険制度改正における福祉用具、住宅改修の見直しに関する意見書の提出について ○ △ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
９号 待機児童解消に向けて緊急的な対応を求める意見書の提出について ○ × ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
10号 九州電力川内原子力発電所の停止を求める意見書の提出について × ○ × ○ △ × × × × × 否　決
11号 所得税法第56条の早期廃止を求める意見書の提出について × ○ × ○ × × × × × × 否　決
12号 立憲主義・民主主義を基調とした政治を求める意見書の提出について × ○ × ○ ○ × × × × × 否　決
13号 沖縄の米軍属による許しがたい重大犯罪に抗議する決議について × ○ × ○ ○ × × × × × 否　決

14号 公立保育所の設置費や運営費の一般財源化を廃止し、直接補助制度に戻すことを求める意見書の提出について × ○ × ○ ○ × × × × × 否　決

15号 消費税10％は延期ではなく中止を求める意見書の提出について × ○ × ○ × × × × × × 否　決
○請　願

請願第28-１号 保育士不足を解消するため、保育士の処遇を大幅に改善することを求める意見書の提出を求める請願 × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 採　択

28-４号 市川市在住の「福島県からの避難者」への住宅支援継続を求める請願 × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 採　択
28-５号 治安維持法犠牲者国家賠償要求についての請願 × ○ × ○ ○ × × × × × 不採択
28-６号 請願書、陳情書の押印省略を求める請願 × ○ ○ ○ ○ × × × × × 不採択
28-７号 「義務教育費国庫負担制度の堅持に関する意見書」採択に関する請願 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 採　択
28-８号 「国における平成29（2017）年度教育予算拡充に関する意見書」採択に関する請願 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 採　択

28-９号 安全保障関連法（国際平和支援法、平和安全法制整備法）の廃止を求める意見書採択についての請願 × ○ × ○ ○ × × × × × 不採択

４月臨時会　議案等の審議結果一覧
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○市長提出
報　告 第１号 専決処分の承認を求めることについて ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 承　認

２号 専決処分の承認を求めることについて ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 承　認
３号 専決処分の承認を求めることについて ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 承　認
４号 専決処分の承認を求めることについて ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 承　認

○議員提出
発　議 第１号 市川市クリーンセンターにおける余剰電力売却に関する契約の状況について報告を求める件について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

２号 増田好秀議員に対する問責決議について（＊） ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決
３号 保育園整備を着実に実施していくことを求める決議について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可　決

※出席した会派の議員全員が、賛成：○、反対：×、出席した会派の議員の一部が賛成・一部が反対：△
※地方自治法第117条により、（＊）については１名の議員が議事に参与していません。
※議員別の賛否は市川市議会のホームページに掲載しています。


